
評価項目算定資料提出にあたっての留意点 
 

総合評価落札方式では評価項目算定資料を提出いただきますが、提出にあたっては次の点にご

注意ください。 
 
１ 評価項目算定資料は、次のとおり評価項目順（様式第１０－３－１号「評価点算定資料一覧

表」参照）に並べて、封筒に入れて提出してください。以下では標準型を例にして説明してい

ますが、簡易Ⅰ、簡易Ⅱ、簡易Ⅲ型の場合には、それぞれ該当のない評価項目を除いて並べて

ください。 
（１）評価項目算定資料の提出について 

・様式第１０－１（又は１０－２）号「評価項目算定資料の提出について」 
（２）評価点算定資料一覧表 

・様式第１０－３－１号（又は１０－３－２号）「評価点算定資料一覧表」 
 ※「提出枚数」の欄には、（３）～（16）で提出する様式と添付書類の合計枚数を記入し

てください。 

（３）企業の施工実績 
・様式第１０－４号「施工実績評価資料」 
   ＋添付書類（コリンズの「登録内容確認書」・図面等の写し） 

（４）優良工事の受賞 

・国土交通省等の優良工事表彰状の写し 

・栃木県が表彰するものについては提出不要 

（５）ＩＳＯの認証取得 
・ＩＳＯの登録証の写し及び付属書の写し 

（６）安全衛生活動の実績 
・安全衛生活動等実績証明書の写し 

（７）登録基幹技能者の配置 
   ・様式第１０－６号登録基幹技能者配置資料 

・講習修了証の写し 
・健康保険被保険者証等の写し 

（８）配置予定技術者の工事経験、配置予定技術者の工事成績評定、配置予定技術者のＣＰＤ 
・様式第１０－５号「配置予定技術者評価資料」 
   ＋添付書類（コリンズの「登録内容確認書」・図面等の写し、 

工事成績評定通知書の写し、ＣＰＤの実績証明書等の写し等） 
（９）地域の守り手としての実績 

①の実績について 
・鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事以外の場合⇒①－１又は①－２のいずれか１つ 
・鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事の場合⇒①－３ 

  ①－１路河川維持管理業務又は除雪業務の取組実績（鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事を除く） 

・栃木県県土整備部発注の路河川維持管理業務又は環境森林部若しくは県土整備部発注

の除雪業務の契約書の写し、又は契約内容が確認できる書類の写し 

    ・下請業者の場合は、元請業者の契約書又は契約内容が確認できる書類の写しに加えて、
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以下ア～ウのうちいずれかの書類 

      ア 下請契約書の写し 

      イ 注文請書等の契約内容が分かる書類の写し 

      ウ 元請業者が発行する証明書の写し 

  【注】下請業者の場合、元請業者が、様式第１０―１６号「○○維持管理業務におけ

る下請業者名等の報告について」を県に提出している場合は、資料の提出は不

要です。 
  ①－２災害応急復旧工事の施工実績（鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事を除く） 
    ・検査結果通知書の写し 
    ・下請業者の場合は、元請業者の検査結果通知書の写しに加えて、以下ア～ウのうちい

ずれかの書類 

      ア 下請契約書の写し 

      イ 注文請書等の契約内容が分かる書類の写し 

      ウ 元請業者が発行する証明書の写し 

  ①－３橋梁補修工事又は橋梁補強工事の実績（鋼橋上部工工事・ＰＣ橋上部工工事のみ） 

 ・様式第１０－４号「施工実績評価資料」 
   ＋添付書類（コリンズの「登録内容確認書」・図面等の写し） 

  ②災害時等の応急対策業務の実施に関する協定に基づく協力者名簿への登録等の実績 
・災害時の応急対策業務に関する協定に基づく協力者名簿の写し 
・栃木県との覚書の写し（複数の企業による場合は、自社が参加していることが分かる資

料の写しを追加して提出すること） 
（10）災害時の基礎的事業継続力の認定 

・関東地方整備局長が発行する認定証の写し 
（11）地域活動の実績 
  ①ボランティア活動実績（以下のいずれか） 

・愛ロードとちぎ、愛リバーとちぎ、愛パークとちぎの場合は、合意書の写し及び活動報

告書等の写し等（複数の企業による場合は、自社が参加していることが分かる資料の写

しを追加して提出すること） 
・とちぎ夢大地応援団の場合は、団員証の写し及び様式第１０－７号「とちぎ夢大地応援

団活動実績証明書」の写し（複数の企業による場合は、自社が参加していることが分か

る資料の写しを追加して提出すること） 
②インターシップによる学生の受入実績 

   ・様式第１０－８号「インターンシップ実績証明書」の写し 
③水防等協力団体指定実績 

・水防協力団体は提出書類なし 
・河川協力団体及び道路協力団体については、指定証の写し（指定団体の構成員は指定団

体が発行する証明書の写しを追加して提出すること） 
④県が推進する環境施策等への取組実績（以下のいずれか） 

・エコキーパー事業所認定証の写し 
・様式１０－９号「日光杉並木オーナー契約証明願」の写し（代表取締役の個人名義の場

合は法人登記簿謄本の写しを追加） 
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⑤担い手確保への取組実績 
・様式１０－１０号「担い手確保への取組実績に係る実績証明書」の写し（複数の企業に

よる場合は、自社が参加していることが分かる資料の写しを追加して提出すること） 
  ⑥就労支援事業等における雇用実績（以下のいずれか） 

・栃木県発注の緊急雇用創出事業における契約書の写し又は契約内容が確認できる書類の

写し 
・宇都宮保護観察所が発行する雇用に関する証明書の写し 

・り災証明書の写し又は被災証明の写し及び健康保険被保険者証の写し 

（12）週休２日制工事の実績（以下のいずれか） 
   ・栃木県発注工事の場合は、工事成績評定通知書の写し 
   ・国発注工事の場合は、週休２日制適用工事における履行実績取組証の写し 
   ・栃木県及び国以外の発注工事の場合は、様式１０－１１号「週休２日制（４週８休以上）

工事実績証明書」の写し 
（13）ＩＣＴ活用工事の実績（以下のいずれか） 
   ・栃木県発注工事の場合は、工事成績評定通知書の写し 
   ・栃木県以外の発注工事の場合は、様式１０－１２号「ＩＣＴ活用工事実績証明書」の写

し 
（14）若手・女性技術者の配置実績 

 ・様式第１０－１３号「若手・女性技術者配置実績評価資料」 
   ＋添付書類（コリンズの「登録内容確認書」・図面等の写し、 
         健康保険被保険者証等の写し） 

（15）建設キャリアアップシステムの導入実績 
   ・「建設キャリアアップシステム事業者情報登録完了のお知らせ」の写し 
（16）施工計画の評価 

・様式第１０－１４号又は様式第１０－１５号「施工計画」 
 
２ 価格以外の評価は、評価基準を満たしていることを提出された書類で確認できない場合には

評価しません。 
 
３ 提出する書類は縮小コピーして構いませんので、可能な限りＡ４版にそろえてください。 
 
４ 提出する書類は型式別で異なりますので注意してください。 
 
５ 簡易Ⅱ型及び簡易Ⅲ型については、一括提出することができますので、栃木県建設工事施工

体制確認型総合評価落札方式試行要領別記４「評価項目算定資料の一括提出方法」に従い作成

の上、提出してください。 
 
６ 提出する書類の作成方法等については、別添の作成例を参考にしてください。 
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総合評価落札方式一般競争入札の評価項目算定資料の提出資料一覧

型式
提出書類及び評価項目

(1) 評価項目算定資料の提出について ◎ ◎ ◎ ◎

(2) 評価点算定資料一覧表 ◎ ◎ ◎ ◎

(3) 企業の施工実績 ○ ○ ○ -

(4) 優良工事の受賞 ○ ○ ○ -

(5) ＩＳＯの認証取得 ○ ○ ○ -

(6) 安全衛生活動の実績 ○ ○ ○ ○

(7) 登録基幹技能者の配置 ○ ○ - -

配置予定技術者の工事経験

配置予定技術者の工事成績評定

配置予定技術者のCPD

地域の守り手としての実績

①路河川維持管理業務又は災害応急復旧工事の実績
（鋼橋上部工・ＰＣ橋上部工除く）

①橋梁補修・橋梁補強工事実績
（鋼橋上部工・ＰＣ橋上部工のみ）

②災害時等の応急対策業務の実施に関する協定に基づく協力者名簿への登録等の実績

(10) 災害時の基礎的事業継続力の認定 ○ ○ ○ -

(11) 地域活動の実績 ○ ○ ○ ○

(12) 週休２日制工事の実績

(13) ＩＣＴ活用工事の実績

(14) 若手・女性技術者の配置実績

(15) 建設キャリアアップシステムの導入実績

(16) 施工計画の評価 ○ ○ - -

◎：提出が必要
○：評価対象となる実績・提案等がある場合に資料を提出する（未提出及び資料に不備がある場合は評価しない）
－：該当項目なし

注意
・提出する評価項目算定資料については、入札公告、入札公告共通事項、様式第１０－３－１号（又は１０－３－２号）
　及び各様式等を参照すること
・提出する評価項目算定資料について、添付資料が必要な場合は忘れずに添付すること

(8)

(9)

○ ○ - -

○ ○

○ ○ ○ -

○

標準型 簡易Ⅰ型 簡易Ⅱ型 簡易Ⅲ型

○
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様式第１０－１号（評価項目算定用）単体企業用 

 

 

  年  月  日 

 

 発注機関の長 様 

 

住所（所在地） ○○市○○町○○－○ 

商 号 又 は 名 称 ○○建設株式会社  印 

代 表 者 氏 名 代表取締役 ○○○○ 

 

評 価 項 目 算 定 資 料 の 提 出 に つ い て 

 

 下記の工事について、次のとおり評価項目算定資料を提出します。 

 

記 

 

【連絡先】担当者 所 属 ○○部○○課 

氏 名 ○○○○ 

電話番号 ○○○－○○○－○○○○ 

Ｆ Ａ Ｘ ○○○－○○○－○○○○ 

 

（注）評価項目算定資料を工事毎に提出する場合は上記の表の１のみに工事名、工事箇所

を記載し、別記４ 評価項目算定資料の一括提出方法に基づき評価項目算定資料を一括提

出する場合は、入札順位順に上記の表に工事名、工事箇所を記載すること。 

１ 工事名 ○○○○工事 ○○○○線○○○○その１ 

工事箇所 ○○○○線○○市○○ 

２ 工事名 ○○○○工事 ○○○○線○○○○その２ 

工事箇所 ○○○○線○○市○○ 

３ 工事名 ○○○○工事 ○○○○線○○○○その３ 

工事箇所 ○○○○線○○市○○ 

４ 工事名  

工事箇所  

５ 工事名  

工事箇所  

６ 工事名  

工事箇所  

７ 工事名  

工事箇所  

８ 工事名  

工事箇所  

共同企業体の場合は、様式第１０－２号（特定

ＪＶ用）を使用してください。 

評価項目算定資料を一括提出する場合、

一括提出する工事の工事名・工事箇所

を、分割（分離）発注の入札順位の順番

に従って記載してください。 

記載漏れがあった場合、当該記載漏れ工

事の評価がされません。 

工事名、工事箇所は、入

札公告の記載どおりに

記入してください。 
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 様
式
第
１
０
－
３
－
１
号
（
評
価
項
目
算
定
用
）
（
標
準
型
・
土
木
一
式
工
事
、
建
築
一
式
工
事
、
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装
工
事
、
電
気
工
事
、
管
工
事
、
機
械
器
具
設
置
工
事
、
塗
装
工
事
、
建
築
物
解
体
工
事
用
）
 

評
価

点
算

定
資

料
一

覧
表
 

工
事
名
：
 

商
号
又
は
名
称
：
 

評
 
価
 
項
 
目
 

区
 
 
 
 
 
分
 

提
出

書
類

 
提
出
枚
数
 

ア
 
工
事
成
績
評
定
 

 
 

 

イ
 
企
業
の
施
工
実
績
 

実
績
有
り
 

(
前
1
5
ヶ
年

度
及
び
評

価
基
準
日
の
属
す
る
年
度
の
評
価
基
準
日
ま
で

) 
実
績
無
し
 

・
（
様
式
第
１
０
－
４
号
）
施
工
実
績
評
価
資
料
及
び
添
付
書
類
 

 
 
 
枚
 

ウ
 
優
良
工
事
の
受
賞
 

前
２

ヶ
年

度
に

知
事
表
彰
有
り
 

前
５

ヶ
年

度
に

知
事

表
彰

又
は

前
２
ヶ
年
度
に
所
長
等
表
彰
有
り
 

前
５

ヶ
年

度
に

所
長
等
表
彰
有
り
 

無
し
 

・
国
土
交
通
省
等
が
行
う
優
良
工
事
表
彰
の
受
賞
の
場
合
は
、
表
彰
状
の
写
し
 

・
知
事
奨
励
賞
は
、
知
事
表
彰
に
含
ま
れ
る
た
め
書
類
の
提
出
は
要
し
な
い
。
 

枚
 

エ
 
Ｉ
Ｓ
Ｏ
の
認
証
取
得
 

IS
O9

00
1
及

び
IS

O1
40

01
の

両
方

を
取

得
（
評
価
基
準
日
現
在
）
 

IS
O9

00
1
又
は

IS
O1
40

01
の
い
ず

れ
か
を
取

得
（
評
価
基
準
日
現
在
）
 

無
し
 

・
登
録
証
の
写
し
及
び
付
属
書
の
写
し
 

 
（
日
本
語
で
作
成
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
）
 

 
 
 
枚
 

オ
 
安
全
衛
生
活
動
の
実
績
 

実
績
有
り
 

（
前
１
ヶ
年
度
）
 

実
績
無
し
 

・
建
設
業
労
働
災
害
防
止
協
会
栃
木
県
支
部
が
発
行
す
る
安
全
衛
生
活
動
等
実
績

証
明
書
の
写
し
（
評
価
基
準
日
前
３
ヶ
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
）
 

 
 
 
枚
 

カ
 
工
事
無
事
故
等
の
実
績
 

事
故
無
し
 

（
評
価
基
準
日
前
１
年
間
）
 

事
故
有
り
 

 
 
 

キ
 
登
録
基
幹
技
能
者
の
配
置
 

配
置
有
り
 

配
置
無
し
 

・
（
様
式
第
１
０
－
６
号
）
登
録
基
幹
技
能
者
配
置
資
料
 

・
配

置
さ

れ
る

登
録

基
幹

技
能

者
の

当
該

講
習

修
了

証
の

写
し

及
び

健
康

保
険

証
等
の

写
し

 
枚
 

ク
 
配
置
予
定
技
術
者
の
工
事
経
験
 

経
験
有
り
 

(
前
1
5
ヶ
年

度
及
び
評

価
基
準
日
の
属
す
る
年
度
の
評
価
基
準
日
ま
で

) 
経
験
無
し
 

・
（
様
式
第
１
０
－
５
号
）
配
置
予
定
技
術
者
評
価
資
料
及
び
添
付
書
類
 

 
 
 
枚
 

ケ
 
配
置
予
定
技
術
者
の
工
事
成
績
評
定
 

２
回
以
上
有
り
 

１
回
有
り
 

無
し
 

・
（
様
式
第
１
０
－
５
号
）
配
置
予
定
技
術
者
評
価
資
料
に
記
し
た
工
事
経
験
に

係
る
工
事
成
績
評
定
通
知
書
及
び
添
付
書
類
 

(前
5
ヶ
年
度
及
び
評
価
基
準
日
の
属
す
る
年
度
の
評
価
基
準
日
ま
で
) 

コ
 
配
置
予
定
技
術
者
の
Ｃ
Ｐ
Ｄ
 

推
奨
単
位
（
軽
減
措
置
）
以
上
の
取
得
有
り
 

（
前
１
ヶ
年
度
）
 

推
奨
単
位
（
軽
減
措
置
）
以
上
の
取
得
無
し
 

・
（
様
式
第
１
０
－
５
号
）
配
置
予
定
技
術
者
評
価
資
料
及
び
添
付
書
類
 

サ
 
地
域
内
拠
点
の
有
無
 

本
店
等
の
所
在
地
 
 
 
 
 
 
 
 
市
町
（
注
）
４
 

そ
の
他
の
地
域
 

 
 

シ
 

地
域

の
守

り
手

と
し

て
の
実
績
 

①
「

路
河

川
維
持
管
理
業

務
又

は
除

雪
業
務
の
取
組

実
績

」
又

は
「
災
害
応
急

復
旧
工
事
の
施
工
実
績
」
 

実
績
有
り
 

・
路
河
川
維
持
管
理
業
務
又
は
除
雪
業
務
の
取
組
実
績
 

（
評
価
基
準
日
前
２
年
間
）
 

・
災
害
応
急
復
旧
工
事
の
施
工
実
績
 

（
評
価
基
準
日
前
５
年
間
）
 

実
績
無
し
 

○
路
河
川
維
持
管
理
業
務
又
は
除
雪
業
務
の
取
組
実
績
 

・
県
と
の
間
で
締
結
し
た
契
約
書
の
写
し
又
は
契
約
内
容
が
わ
か
る
書
類
の
写
し
 

・
下
請
け
と
し
て
契
約
し
た
者
の
場
合
は
、
（
注
）
５
に
示
す
書
類
 

○
災
害
応
急
復
旧
工
事
の
施
工
実
績
 

・
県
と
の
災
害
時
の
応
急
対
策
業
務
の
実
施
に
関
す
る
協
定
に
基
づ
く
災
害
応
急

復
旧
工
事
を
行
っ
た
場
合
は
、
そ
の
工
事
の
検
査
結
果
通
知
書
の
写
し
 

・
下
請
け
と
し
て
契
約
し
た
者
の
場
合
は
、
（
注
）
６
に
示
す
書
類
 

枚
 

②
災

害
時
等
の

応
急
対
策

業
務

の
実
施
に
関
す
る
協

定
に

基
づ
く
協
力
者
名
簿

へ
の
登
録
等
の
実
績
 

実
績
有
り
 

（
評
価
基
準
日
現
在
）
 

実
績
無
し
 

・
県
と
の
災
害
時
の
応
急
対
策
業
務
の
実
施
に
関
す
る
協
定
に
基
づ
く
協
力
者
名

簿
の
写
し
 

・
上
記
以
外
の
場
合
は
、
災
害
時
の
応
急
対
策
業
務
に
関
す
る
覚
書
の
写
し
。
複

数
の
企
業
に
よ
る
場
合
は
、
自
社
が
参
加
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
書
類
の
写
し
 

枚
 

ス
 

災
害
時
の
基
礎
的
事
業
継
続
力
の
認
定
 

有
り
 

（
評
価
基
準
日
現
在
）
 

無
し
 

・
関
東
地
方
整
備
局
長
が
発
行
す
る
認
定
証
の
写
し
 

枚
 

セ
 

地
域

活

動
の
実
績
 

①
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
実
績
 

登
録
及
び
実
績
有
り
 

（
評
価
基
準
日
前
２
年
間
）
 

愛
ロ
ー
ド
と
ち
ぎ
・
愛
リ
バ
ー
と
ち
ぎ
 

愛
パ
ー
ク
と
ち
ぎ
・
と
ち
ぎ
夢
大
地
応
援
団
 

登
録
又
は
実
績
無
し
 

○
愛
ロ
ー
ド
と
ち
ぎ
、
愛
リ
バ
ー
と
ち
ぎ
、
愛
パ
ー
ク
と
ち
ぎ
 

・
合
意
書
の
写
し
 
 
・
活
動
報
告
書
の
写
し
 

・
複
数
の
企
業
に
よ
る
活
動
の
場
合
は
、
自
社
が
活
動
に
参
加
し
た
年
月
日
が

わ
か
る
書
類
の
写
し
 

○
と
ち
ぎ
夢
大
地
応
援
団
 

・
団
員
証
の
写
し
 
・
（
様
式
第
１
０
－
７
号
）
実
績
証
明
書
の
写
し
 

・
複
数
の
企
業
に
よ
る
活
動
の
場
合
は
、
自
社
が
活
動
に
参
加
し
た
年
月
日
が

わ
か
る
書
類
の
写
し
 

 
 
 
枚
 

②
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に

よ
る
学
生
の
受
入
実
績
 

実
績
有
り
 

（
前
２
ヶ
年
度
）
 

実
績
無
し
 

・
（
様
式
第
１
０
－
８
号
）
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
実
績
証
明
書
の
写
し
 

枚
 

【
簡
易
Ⅱ
型
、
簡
易
Ⅲ
型
の
場
合
】
 

評
価
項
目
算
定
資
料
を
一
括
提
出
す

る
場
合
、
一
括
提
出
す
る
全
て
の
工
事

の
工
事
名
を

、
分
割
（
分
離
）
発
注
の

入
札
順
位
の
順
番
に
従
っ
て
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。

 入
札
公
告
に
記
載
さ
れ
た
型
式
（
標
準
型
、
簡
易
Ⅰ
型
等
）
別
の
様
式
を
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

 

提
出
す
る
書
類
の
枚
数
を
、
評
価
項
目
ご
と
に
数

え
て
く
だ
さ
い
。
（
様
式
も
１
枚
と
数
え
ま
す
）
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 （
注
）
１
 
特
定
Ｊ
Ｖ
に
係
る
入
札
の
場
合
は
、
代
表
構
成
員
に
つ
い
て
作
成
し
提
出
す
る
こ
と
。
 

２
 
本
書
は
、
入
札
公
告
又
は
入
札
通
知
書
に
示
す
総
合
評
価
点
算
定
基
準
に
基
づ
き
記
入
し
、
提
出
書
類
の
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
提
出
す
る
こ
と
。
 

３
 
区
分
の
欄
は
、
該
当
す
る
項
目
を

 
 

で
囲
み
、
下
線
部
に
つ
い
て
は
記
入
す
る
こ
と
。
 

４
 
ア
ス

フ
ァ
ル
ト
舗
装
工
事
に
つ
い
て
は
、
県
内
に
本
店
を
有
す

る
企
業

に
あ

っ
て
は

本
店
の
、

県
内
に

本
店
を

有
し

な
い
企

業
に
あ
っ

て
は
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
プ
ラ
ン
ト
の
所
在
地
を
記
入
す
る
こ
と
。
そ
の
他
の
工
事
に
つ
い
て
は
、
本

店
の
所
在
地
を
記
入
す
る
こ
と
。
 

５
 
シ
 
地
域
の
守
り
手
と
し
て
の
実
績
（
路
河
川
維
持
管
理
業
務
又
は
除
雪
業
務
の
取
組
実
績
）
の
提
出
書
類
欄
の
下
請
け
と
し
て
契
約
し
た
者
の
場
合
の
書
類
は
次
の
（
１
）
又
は
（
２
）
の
取
扱
い
と
す
る
。
 

（
１
）
元
請
業
者
が
「
道
路
及
び
河
川
等
維
持
管
理
業
務
に
お
け
る
下
請
業
者
名
等
の
報
告
に
つ
い
て
（
様
式
第
１
０
―
１
６
号
）
」
に
よ
り
県
に
報
告
し
て
い
る
場
合
は
書
類
の
提
出
を
要
し
な
い
。
 

（
２
）
上
記
（
１
）
以
外
の
場
合
は
、
次
の
①
及
び
②
の
書
類
を
提
出
す
る
。
 

①
県
と
元
請
業
者
と
の
間
で
締
結
し
た
契
約
書
の
写
し
又
は
契
約
内
容
が
わ
か
る
書
類
の
写
し
 

②
以
下
に
示
す
い
ず
れ
か
の
書
類
 

 
 
 
・
下
請
契
約
書
の
写
し
 
 
・
注
文
請
書
等
の
契
約
内
容
が
わ
か
る
書
類
（
元
請
業
者
名
、
下
請
業
者
名
、
業
務
内
容
、
箇
所
、
期
間
の
す
べ
て
が
確
認
で
き
る
も
の
）
の
写
し
 

 
 
 
・
当
該
下
請
業
者
が
当
該
元
請
業
者
と
契
約
し
た
こ
と
を
証
す
る
当
該
元
請
業
者
が
発
行
す
る
証
明
書
（
元
請
業
者
名
、
下
請
業
者
名
、
業
務
内
容
、
箇
所
、
期
間
の
す
べ
て
が
確
認
で
き
る
も
の
）
の
写
し
 

６
 
シ
 
地
域
の
守
り
手
と
し
て
の
実
績
（
災
害
応
急
復
旧
工
事
の
施
工
実
績
）
の
提
出
書
類
欄
の
後
段
で
い
う
書
類
は
次
の
（
１
）
及
び
（
２
）
の
書
類
と
す
る
。
 

（
１
）
元
請
業
者
が
施
工
し
た
災
害
応
急
復
旧
工
事
の
検
査
結
果
通
知
書
の
写
し
 

（
２
）
以
下
の
①
～
③
に
示
す
い
ず
れ
か
の
書
類
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
①
下
請
契
約
書
の
写
し
 
 
②
注
文
請
書
等
の
契
約
内
容
が
わ
か
る
書
類
（
元
請
業
者
名
、
下
請
業
者
名
、
工
事
内
容
、
箇
所
、
期
間
の
す
べ
て
が
確
認
で
き
る
も
の
）
の
写
し
 

③
当
該
下
請
業
者
が
当
該
元
請
業
者
と
契
約
し
た
こ
と
を
証
す
る
当
該
元
請
業
者
が
発
行
す
る
証
明
書
（
元
請
業
者
名
、
下
請
業
者
名
、
工
事
内
容
、
箇
所
、
期
間
の
す
べ
て
が
確
認
で
き
る
も
の
）
の
写
し
  

 

③
水

防
等

協
力

団
体

指
定
実
績

 
実
績
有
り
 

（
評
価
基
準
日
現
在
）
 

実
績
無
し
 

・
水
防
協
力
団
体
は
提
出
不
要
、
河
川
協
力
団
体
及
び
道
路
協
力
団
体
に
つ
い
て
指

定
証
の
写
し
（
指
定
団
体
の
構
成
員
の
場
合
は
、
自
社
が
当
該
活
動
に
参
加
し
た
こ

と
を
証
す
る
指
定
団
体
が
発
行
す
る
証
明
書
の
写
し
を
追
加
す
る
こ
と
。
）
 

枚
 

④
県

が
推

進
す

る
環

境

施
策
等
へ
の
取
組
実
績
 

実
績
有
り
 

・
エ
コ
キ
ー
パ
ー
事
業
所
認
定

 

（
評
価
基
準
日
現
在
）

 

・
日
光
杉
並
木
オ
ー
ナ
ー
制
度
契
約
 

（
評
価
基
準
日
前
１
年
間
以
内
に
契
約
期
間
有
り
）
 

実
績
無
し
 

○
エ
コ
キ
ー
パ
ー
事
業
所
認
定
 

・
認
定
証
の
写
し
 

○
日
光
杉
並
木
オ
ー
ナ
ー
制
度
契
約
 

・
（
様
式
第
１
０
－
９
号
）
日
光
杉
並
木
オ
ー
ナ
ー
契
約
（
日
光
杉
並
木
街
道
の
並

木
杉
売
買
契
約
）
証
明
願
の
写
し
 

会
社
法

第
34
9
条
に
規
定
す
る
代
表
取
締
役
の
個
人
名
義
の
場
合
は
以
下
の
書
類

を
追
加
 

・
代
表
取
締
役
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
法
人
登
記
簿
謄
本
（
評
価
基
準
日
前
３

ヶ
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
の
写
し
 

枚
 

⑤
担

い
手

確
保

へ
の

取

組
実
績
 

実
績
有
り
 

（
評
価
基
準
日
前
２
年
間
）
 

実
績
無
し
 

・
（
様
式
第
１
０
－
１
０
号
）
担
い
手
確
保
へ
の
取
組
実
績
に
係
る
実
績
証
明
書
の
写
し

 
・
複
数
の
企
業
に
よ
る
活
動
の
場
合
は
、
自
社
が
活
動
に
参
加
し
た
年
月
日
が
わ
か

る
書
類
の
写
し
 

枚
 

⑥
就

労
支

援
事

業
等

に

お
け
る
雇
用
実
績
 

実
績
有
り
 

・
緊
急
雇
用
創
出
事
業
（
評
価
基
準
日
前
２
年
間
）
 

・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
栃
木
県
就
労
支
援
事
業
者
機
構
へ
の
雇
用
協
力

（
評
価
基
準
日
前
１
年
間
）
 

・
東

日
本

大
震

災
に

よ
る

被
災

者
の

雇
用

（
評

価
基

準
日

現
在

）

実
績
無
し
 

○
緊
急
雇
用
創
出
事
業
（
栃
木
県
発
注
業
務
に
限
る
）
 

・
県
と
の
間
で
締
結
し
た
契
約
書
の
写
し
又
は
契
約
内
容
が
わ
か
る
書
類
の
写
し
 

○
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
栃
木
県
就
労
支
援
事
業
者
機
構
へ
の
雇
用
協
力
 

・
宇
都
宮
保
護
観
察
所
が
発
行
す
る
雇
用
に
関
す
る
証
明
書
の
写
し
（
評
価
基
準

日
前
３
ヶ
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
）
 

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
被
災
者
の
雇
用
 

・
り
災
証
明
書
の
写
し
又
は
被
災
証
明
書
の
写
し
（
い
ず
れ
の
場
合
も
雇
用
さ
れ

て
い
る
者
の
氏
名
が
確
認
で
き
る
も
の
）
 

・
健
康
保
険
被
保
険
者
証
の
写
し
（
所
属
建
設
業
者
名
が
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
） 

枚
 

ソ
 
週
休
２
日
制
工
事
の
実
績
 

実
績
有
り
 

（
評
価
基
準
日
前
２
年
間
）
 

実
績
無
し
 

・
栃
木
県
発
注
工
事
の
場
合
は
工
事
成
績
評
定
通
知
書
の
写
し
 

・
国
発
注
工
事
の
場
合
は
週
休
２
日
制
適
用
工
事
に
お
け
る
履
行
実
績
取
組
証
の
写
し
 

・
上
記
以
外
の
場
合
は
（
様
式
第
１
０
－
１
１
号
）
週
休
２
日
制
(４

週
８
休
以
上
）
工
事
実
績
証
明
書
の
写
し
 

 

枚
 

タ
 
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
工
事
の
実
績
 

実
績
有
り
 

（
評
価
基
準
日
前
２
年
間
）
 

実
績
無
し
 

・
栃
木
県
発
注
工
事
の
場
合
は
工
事
成
績
評
定
通
知
書
の
写
し
 

・
上

記
以

外
の

場
合

は
（

様
式

第
１

０
－

１
２

号
）

Ｉ
Ｃ

Ｔ
活

用
工

事
実

績
証

明
書
の

写
し

 
枚
 

チ
 
若
手
・
女
性
技
術
者
の
配
置
実
績

 
実
績
有
り
 

（
評
価
基
準
日
前
２
年
間
）
 

実
績
無
し
 

・
（

様
式

１
０

－
１

３
号

）
若

手
・

女
性

技
術

者
配

置
実

績
評

価
資

料
及

び
添

付
書

類
 

枚
 

ツ
 

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
の

導
入
実
績
 

登
録
有
り
 

（
評
価
基
準
日
現
在
）
 

登
録
無
し
 

・
登
録
時
の
Ｉ
Ｄ
パ
ス
ワ
ー
ド
等
送
付
書
類
（
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
事

業
者
情
報
登
録
完
了
の
お
知
ら
せ
通
知
）
の
写
し
 

枚
 

テ
 
施
工
計
画
の
評
価
 

 
・
（
様
式
第
１
０
－
１
４
号
）
施
工
計
画
 

 
 
 
枚
 

注
意
事
項
を
必
ず
お
読
み
く
だ
さ
い
。
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様式第１０－４号（評価項目算定用） 

施 工 実 績 評 価 資 料 

 工事名：  ○○○○工事 ○○○○線○○○○ その○○     

商号又は名称：  ○○建設株式会社     

工  

 

事  

 

概  

 

要  

 

等 

発注者名  ○○○○○○○○ 

工 事 名  ○○○○○○○○工事 

工事箇所  ○○市○○町○○ 

請負金額 ○○○，○○○，○○○円 

工  期  平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日 

工  種  ○○○工事 

受注形態   単体 

 

 

工事概要 

（記載例） 

 ・管推進工 

   工事延長        Ｌ＝○○○．○ｍ 

   管推進工（φ○○○㎜） Ｌ＝○○○．○ｍ（○スパン） 

   マンホール設置工（φ○○○㎜） ○ 箇所 

CORINS登録の有

無 
・有（CORINS登録番号）OOOOOOOO-OOOO-OOOOO  ・無 

（注） 

１ 特定ＪＶに係る入札の場合は、代表構成員について作成し提出すること。 

２ 本書は、入札公告又は入札通知書に示す総合評価点算定基準の評価項目の「企業の施工実績」又は「橋梁補修工事又は橋梁補

強工事の実績」に基づき作成すること。なお、いずれの評価基準も満たす工事である場合は、「企業の施工実績」と「橋梁補

修工事又は橋梁補強工事の実績」を兼ねて提出することができる。 

３ 当該評価項目について企業の施工実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。 

４ 請負金額の（ ）は、共同企業体の場合の全体の額を記入すること。 

５ 受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。 

６ 工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記載すること。 

７ 当該工事の内容が、評価基準に該当する工事であることを証明できるもの（CORINS「登録内容確認書」、契約書、設計書、仕

様書、図面等の写し）を添付すること。 

・発注者名、請負金額、工期（竣工日）、工事内容などの評価基準を満たしている

ことが具体的に記載されている書類を添付してください。 

工事概要等は発注者名、請負金額、工期（竣

工日）、工事内容などの評価基準を満たし

ていることがわかるように記入してくだ

さい。 

コリンズ登録がしてあ

る場合は、登録番号を記

入してください。 

注意事項を必ずお読みください。 

【簡易Ⅱ型の場合】 

評価項目算定資料を一括提出する場合、

一括提出する全ての工事の工事名を、分

割（分離）発注の入札順位の順番に従っ

て記載してください。 

工事名は入札公告の記載どおりに記入してください。 
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安全衛生活動等実績証明書 

 

 

事業所名称 ○○○建設 株式会社                          

事業所住所 ○○市○○町○○－○ 

代表者名 ○○○○○ ○○ ○○ 

 

 

 

 

建設業労働災害防止協会栃木県支部の加入の有無 有 会員番号 ○○○ 

令和 ○ 年度 安全衛生活動など実績の有無 有  

 

 

上記事業所は、建設業労働災害防止協会栃木県支部で定める「安全衛生活動等実績証明要

領」に基づき、記載内容等を調査・確認したところ、上記のとおりであることを証明します。 

 

 

令和 ○年 ○○月 ○○日 

 

建設業労働災害防止協会栃木県支部 

                            支 部 長              印 

 

 

評価基準日前３ヶ月以内に発

行したものが有効です。 

安全衛生活動等実績証明書の例です。 

評価基準日の属する年度の前年度の実績が

評価対象です。 
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様式第１０－６号（評価項目算定用） 

登 録 基 幹 技 能 者 配 置 資 料 

 

工事名：                        

商号又は名称：     ◯◯株式会社        

 

番号 従 事 工 種 登録基幹技能者講習の種類 従事者名 所属会社名 

１ ◯◯◯◯ 登録◯◯基幹技能者 ◯◯ ◯◯  

２ △△△ 登録△△基幹技能者  □□ □□ □□株式会社 

３     

４     

５     

６     
 

 

（注） 

１ 当該工事において、配置する登録基幹技能者が従事する工種を数量総括表（設計書）から抽出し、従事工種名及び

当該技能者の受講講習種類を記載すること。 

２ 登録基幹技能者講習の終了を証明する書類の写しを添付すること。 

３ 登録基幹技能者が、評価項目算定資料の提出日現在で３ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する書類と

して健康保険被保険者証（所属する元請建設業者名又は一次下請業者名が記載されているもの）の写しを添付するこ

と。ただし、後期高齢者医療制度の加入者については、後期高齢者医療被保険者証の写し及び住民税特別徴収税額の

決定・変更通知書の写し（市町村が作成する「特別徴収義務者用」に限る。）を添付すること。 

これ以外の書類は、雇用関係を証明する書類として認めない。 

４ 記載する登録基幹技能者については、元請業者（特定ＪＶに係る入札における全ての構成員を含む）及び一次下請

が雇用する者とする。 

  ただし、記載の対象となる者は、当該工事への配置予定の主任（監理）技術者及び現場代理人とは別の者でなけれ

ばならない。 

５ 受注者は、主要な工種において従事する登録基幹技能者については、その工種の期間の全てに従事させなければな

らない。主要な工種については、監督員と協議の上決定するものとする。 

６ 発注者から、登録基幹技能者の従事状況の立会を求められた場合には、受注者はこれに応じなければならない。 

また、受注者は工事の完了日までに様式第１０－１７号登録基幹技能者の配置実績報告書を提出するものとする。 

７ 報告書の結果、登録基幹技能者の活用、効果が認められない場合は、工事成績評定要領に基づき工事成績評定点を

減ずる措置を講じることとする。 

８ 当該評価項目について登録基幹技能者を配置しない場合は、本書の提出を要しない。 

９  所属会社名については、従事者が、一次下請が雇用する者の場合に記載すること。 

工事名は入札公告の記載ど

おりに記入してください。 

受注した場合は、記載した従事工

種の１種類以上の工種に登録基幹

技能者を配置する必要がありま

す。 

一次下請業者が雇用する者

を登録基幹技能者として配

置する場合、所属会社名を記

載してください。 

注意事項を必ずご確認ください。 

本様式以外に、登録基幹技能者の講習修了証の写し、健

康保険被保険者証の写し等を添付してください。 
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「登録基幹技能者の講習修了証」の見本です。 

評価基準日現在有効なもの

に限ります。 
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様式第１０－１７号（評価項目報告用） 
              年  月  日 

 
 
 
 
 栃木県知事 様 
（○○事務所長 様） 
 
                  受注者 住所 
                      商号又は名称 

                  代表者                   印 
 

登録基幹技能者の配置実績報告書 
 
 下記のとおり当該工事において登録基幹技能者を配置しましたので報告します。 
 

記 
 
1 工事名等 

工 事 名  
工 期 年  月  日 ～   年  月  日 
工事番号  

 
２ 登録基幹技能者名及び受講講習 

登 録 基 幹 技 能 者 名  
登録基幹技能者講習の種類  

 
３ 登録基幹技能者の従事状況 

従事した工種  
従事期間 年  月  日 ～   年  月  日 

 
 
実施した事項 

 
 

 
 
（注） 

１ 様式第10-6号の登録基幹技能者配置資料に基づき配置した登録基幹技能者ごとに報告書を作成すること。 

２ 実施した事項が分かる書類・写真等を添付すること。 

３ 登録基幹技能者配置資料に記載した者と別の者を配置した場合は、登録基幹技能者講習の終了を証明する

書類の写しを添付すること。 

４ 登録基幹技能者配置資料に記載した者と別の者を配置した場合は、登録基幹技能者が、評価項目算定資料

の提出日現在で３ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する書類として健康保険被保険者証（所属

する元請建設業者名又は一次下請業者名が記載されているもの）の写しを添付すること。ただし、後期高齢

者医療制度の加入者については、後期高齢者医療被保険者証の写し及び住民税特別徴収税額の決定・変更通

知書の写し（市町村が作成する「特別徴収義務者用」に限る。）を添付すること。 

これ以外の書類は、雇用関係を証明する書類として認めない。 

本様式は、入札参加者が評価項目算定資料の提出時に、「様式第１０－６号登録基幹技

能者配置資料」を提出し評価（加点）された場合、落札後、工事の完成期限までに発注

者に提出するものです。 

評価項目算定資料の提出時には使用しませんので、ご注意ください。 

配置した登録基幹技能者が実施した事項を記載します。 

登録基幹技能者が１名以上配置されていなかった場合、工事成

績評定点を最大８点減ずる措置を行いますので、予め十分に検

討した上で、「様式第１０－６号登録基幹技能者配置資料」の

提出を判断してください。 

注意事項を必ずお読みください。 
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様式第１０－５号（評価項目算定用） 

配 置 予 定 技 術 者 評 価 資 料 

 

 工事名：                         

商号又は名称：               

区 分 
主任技術者 

 
監理技術者 

氏名
ふりがな

  年齢 歳  

所 属 会 社  建設業許可番号    － 

継続学習制度（ＣＰＤ）の
取 組 状 況 

・有（団体名：             取得単位：       ） 
・無 

 

工 
 
 
 

事 
 
 
 

経 
 
 
 

験 
 

発 注 者 名  

工 事 名  

工 事 箇 所  

請 負 金 額  

工 期 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

従 事 役 職 
主任技術者  監理技術者  現場代理人 

 ※上記該当箇所に○を付けること 

工 事 概 要 

 

C 0 R I N S 登録の有無 ・有（CORINS 登録番号）        ・無 

 

配置予定技術者の工事成績評定実績 

１ 

発 注 者 名  

工 事 名  

工 事 箇 所  

請 負 金 額  

工 期     年  月  日 ～     年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者  監理技術者 

工 事 成 績 評 定 点 

C0RINS 登 録 の 有 無 ・有（CORINS 登録番号）        ・無 

２ 

発 注 者 名  

工 事 名  

工 事 箇 所  

請 負 金 額  

工 期     年  月  日 ～     年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者  監理技術者 

工 事 成 績 評 定 点 

C0RINS 登 録 の 有 無 ・有（CORINS 登録番号）        ・無 

 

 

コリンズ登録がして

ある場合は、登録番号

を記入してください。 

従事する技術者区分を◯で囲んでください。 

工事概要は発注者名、請負金額、

工期（竣工日）、工事内容などの

評価基準を満たしていることが

わかるように記入してくださ

い。 

評価基準日の属する年度の前５ヶ年度及び評価基準日

の属する年度の評価基準日までに完成引渡しが完了し

た、栃木県環境森林部、農政部、県土整備部又は企業局

発注の工事が対象です。 

工事成績評定実績については、建設工事共同企業

体として完成した工事は、代表構成員に所属した

監理技術者のみが評価対象となります。 

評定点８０点以上が評価対象です。 

・裏面の注意事項を必ずお読みください。 
・発注者名、請負金額、工期（竣工日）、工事内容などの評価基準を満たしていることが具体的に記載
されている書類、及び当該技術者がその工事に従事したことがわかる書類を添付してください。（コリ
ンズの「登録内容確認書」の場合も、登録内容がわかる部分を添付してください。） 
・継続学習制度（ＣＰＤ）の取組がある場合は、登録証明書の写し、学習履歴証明書の写し又は実績
証明書の写しを添付してください。 

工事経験については、建設工事共同企業体として完

成した工事についても評価対象となります。 
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0000 

登録証明書の例です。 

評価基準日の属する年度の

前年度１年間に取得してい

ることを証明できるものに

限ります。 

○○ ○○ 

0000 

＊＊＊＊ 
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学習履歴証明書の例です。 

評価基準日の属する年度の

前年度１年間に取得してい

ることを証明できるものに

限ります。 

0000年０月０日 

0000年３月３１日（0000年４月１日～0000年３月３１日） 

0000年０月０日 
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所属(登録)建築士会

C P D 登 録 番 号

12 単位

  能力開発期間

会  長  ○ ○ ○ ○

００００年０４月０１日より００００年０３月３１日

　令和　00年 00月 00日

  取得単位数

社団法人 栃木県建築士会

   建築士会継続能力開発（ＣＰＤ）制度において、

　09000000001

   以下の単位を取得したことを証明します。

建築士会継続能力開発(CPD)

実績証明書

氏   名 栃木　太郎

　社団法人 栃木県建築士会

実績証明書の例です。

評価基準日の属する年度の
前年度１年間に取得してい
ることを証明できるものに
限ります。
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○○維持管理業務委託契約書 
 
１ 委託業務の名称   ○ ○ ○ 維持管理業務委託 
 
２ 委 託 箇 所   ○ ○ ○ 線 ○ ○ 市 ○○ 
 
３ 履 行 期 間   令和○（   ）年○○月○○日から 
            令和○（   ）年○○月○○日まで 
 
４ 業 務 委 託 料   金 ○○，○○○，○○○  円 
   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  金 ○○○，○○○  円） 
 
５ 契 約 保 証 金   金  ○，○○○，○○○  円 
 
 上記の委託業務について、発注者 栃木県 と受注者 ○○○株式会社 は、各々の対

等な立場における合意に基づいて、次の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従

って誠実にこれを履行するものとする。 
 この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を

保有する。 
 
 
  令和○（   ）年○○月○○日 
 
   発 注 者   住 所 
 
 
           氏 名                     印 
 
 
   受 注 者   住 所 
 
 
           氏 名                     印 

収入 
印紙 

道路・河川・砂防維持管理業務

委託又は除雪業務委託のみが該

当します。 

（路肩管理、堤防管理、街路樹

管理等は該当しません） 

評価基準日前２年間に完了

引渡しが行われたものに限

ります。 

栃木県が発注したもの 

に限ります。 

路河川維持管理業務委託の例です。 
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（様式第１０－１６号）            【記載例】 
令和元年１０月１０日 

 
栃木県知事 様 
（○○事務所経由 県土整備部監理課扱い） 

 
○○建設業協同組合   印  

 
道路及び河川等維持管理業務における下請業者名等の報告について 

 
完了した維持管理業務における下請業者名等について、下記のとおり報告します。 

 
記 

１ 委託業務の名称    道路及び河川等維持管理統合業務委託   
２ 委託箇所       一般国道 〇〇〇号外 〇〇市〇〇外 
３ 履行期間       令和 〇（20xx）年 〇〇月 〇〇日から 

令和 〇（20xx）年 〇〇月 〇〇日まで 
４ 業務委託料（変更契約額） 〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇円 
５ 業務目的物引渡日   令和 〇（20xx）年 〇〇月 〇〇日 
６ 下請業者名等 

№ 下請業者名 担当箇所 下請当初契約金額等 
（変更契約額） 

1 〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇等 〇，〇〇〇，〇〇〇円 

2 ●●●●●● ●●●●●●●等 ●，●●●，●●●円 

3 △△△△△ △△△△△△等 △△△，△△△円 

4 ▲▲▲▲▲▲▲ ▲▲▲▲▲▲▲等 ▲▲▲，▲▲▲円 

5 □□□□□□□□ □□□□□□□□等 □□□，□□□円 

6 ■■■■■ ■■■■■等 ■■■，■■■円 

7 
  円 

8   円 

9   円 

10   円 

（備考） 
（１） 本書の写しは、「栃木県建設工事施工体制確認型総合評価落札方式試行要領」様式１０－１注５

に定める「③当該下請業者が当該元請業者と契約したことを証する当該元請業者が発行する証明
書の写し」に該当するものである。 

（２）本書に記載された下請業者は、施工体制確認型総合評価落札方式において「価格以外の評価点」
として「地域の守り手実績」の評価を得たい場合には、「実績有り」に囲みを入れることで足り、
改めて書類を提出することを要しない。 

（３）金額的業務の発生しない降雪時の待機、機器の供与等を行った下請業者については、下請当初契
約金額等の欄に「降雪待機」、「機器供与」等と記入することで、評価対象とする。 

元請業者が本様式を県に提出して

おり、「下請業者名」欄に名前が記

載されている入札参加者は、資料の

提出は不要です。 

本様式は、元請業者が県に提出する

ものですので、入札参加者が提出す

るものではありません。 
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                              検査結果通知書 
                                       ◯第        号 

                                       令和  年  月  日 

 

  

  

  （受注者）           様 
 

 

                                栃木県知事 

                                (出先機関長)              

   

下記工事について、令和 ◯年 ◯月 ◯日検査した結果、次のとおりなので通知します。 

                          記 

工事名 応急工事 ◯◯川その◯ 

工事箇所 

道            線 
川      岸 

     
郡 

市 
 

町 

村 
    地内 

請  負 

代金額 
 ￥ ◯◯,◯◯◯,◯◯◯－ 

契  約 

工  期 

 着 手 令和 ◯年 ◯月 ◯日 

 完 成 令和 ◯年 ◯月 ◯日 
○◯日間 完成年月日 

年 月 日 

28 

 
29 

◯ 
30 

 
31 

◯ 
32 

 
33 

◯ 

検査員名 

◯◯◯◯課 

◯◯◯ ◯◯ ◯◯ 

検査結果   

 

「災害応急復旧工事の施工実績」で提出する検査結果通知書の例です。 

合格 

完成引渡し（完成年月日）が、

評価基準日前５年間のものに限

ります。 

工事名に「応急工事」と入ってい

るものが対象です。 
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  「
協

力
者
名
簿
」
の
見
本
で
す
。
栃
木
県
と
建
産
連
と
の
協
定
書
に
基
づ
く
協
力
団
体
 

（
企

業
）
の
場
合
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 協
力

す
る

企
業

名
が

確
認

で
き

る
こ

と
が

必
要

で
す
。
 

 評
価

基
準

日
現

在
最

新
の

も
の

を
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。
 

 ・
栃

木
県

と
建

産
連

と
の

協
定

書
（

平
成

１
７

年
１

０
月

２
６

日
締

結
）

は
提

出
す

る
必

要
が
あ
り
ま
せ
ん
。
 

・
建
産
連
等
の
証
明
書
で
な
く
、
必
ず
「
協

力
者
名
簿
」
の
写
し
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
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栃

木
県
と
の
「
災
害

時
の
応
急
対
策
の
実
施
に
関
す
る
覚
書
」
の
見
本
で
す
。
 

単
独

企
業
と
し
て
、

土
木
事
務
所
等
と
覚
書
を
締
結
し
て
い
る
場
合
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
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 認定証の例です。 

関東地方整備局認定のものに限

ります。 

 

令和◯年◯月◯日から 
令和◯年◯月◯日まで 

令和◯年◯月◯日 

評価基準日におい

て有効であること

が必要です。 
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  「
愛

リ
バ
ー

と
ち
ぎ

」
の
合
意
書
の
見
本
で
す
。
 

評
価
基
準
日
現
在
 

有
効
な
も
の
を
 

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
 

・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

の
評
価
の
提
出
書
類
は
、
評
価
基
準
日
現
在
有
効
な
「
合

意
書
」
の
写
し
及
び
評
価
基
準
日
前
２
年
間
の
活
動
実
績
を
証
明
す
る
書
類
（
活

動
報
告
書
）
で
す
。
 

（
活
動
報
告
書
等
）
で
す
。
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「愛リバーとちぎ」の活動報告書の見本です。 

活動した企業名が 

確認できることが 

必要です。 

活動日は、評価 

基準日前２年間に

限ります。 

複数企業（団体）による活動で、活動報告書では活動した企業名が確認できない場合

には、活動実績を証明する書類として、所属する登録団体が作成した「活動参加企業

一覧」を併せて提出してください。（別添を参考にしてください） 
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「愛リバーとちぎ」の「活動参加企業一覧」の別添の見本です。 

活動した企業名が 

確認できることが 

必要です。 

活動日は、評価 

基準日前２年間に

限ります。 
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」 

とちぎ   大地応援団員証 

株式会社 ■■土建 様 

貴社は「とちぎ夢大地応援団」の

会員であることを証明いたします。 

会員番号：〇-〇〇〇〇 

一般社団法人栃木県農業振興公社 
理事長 〇〇 〇〇 

農山村の地域資源を次世代に 

ボランティアが結ぶ都市と農村 

「とちぎ夢大地応援団」の団員証の見本です。 
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様式第１０－７号 

とちぎ夢大地応援団活動実績証明書 

 
公益財団法人 
栃木県農業振興公社理事長 様 
 
                  住    所  ○○○○○○○○○ 
                  商号又は名称  ○○○○○○○○○  印 
                  代表者氏名    ○○○○○○○○○ 

 
 栃木県総合評価条件付き一般競争入札の評価項目算定資料の提出にあたり、当社が実施

したとちぎ夢大地応援団の活動実績を下記のとおり証明願います。 
 

記 
 
活動日時  令和○○年○○月○○日 ○○時○○分 ～ ○○時○○分 
 
活動場所  ○○市○○地区 ○○○○○○ 
 
活動内容  休耕田の草刈り、水路清掃、獣害防止柵設置作業、等 
 
参加人数  ○○名 

 
 

 
 上記のことについて、貴社が実施したとちぎ夢大地応援団の活動実績を証明します。 
 
 
 
                           ○○年○○月○○日 
 

証明者 
公益財団法人栃木県農業振興公社 

 
                       理事長 ○○ ○○  印 

活動した企業名が確認できる

ことが必要です。 

活動日は、評価基準日前２年間

に限ります。 

複数企業（団体）による活動で、本様式では活動した企業名が確認できない場合

には、活動実績を証明する書類として、（団員証に加えて）所属する登録団体が作

成した参加企業が分かる資料を併せて提出してください（様式は任意）。 
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様式第１０－８号 

インターンシップ実績証明書 

 
 
○○○○学校長 様 
 
                  住    所  ○○○○○○○○○ 
                  商号又は名称  ○○○○○○○○○  印 
                  代表者氏名    ○○○○○○○○○ 

 
 栃木県総合評価条件付き一般競争入札の評価項目算定資料の提出にあたり、当社が実施

したインターンシップの受入状況を下記のとおり証明願います。 
 

記 
受入実施期間     

令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 
 
受入生徒      

    ○○○学科（学部）  ○学年  氏名           他○名 
 
 
 

 
 上記のことについて貴社の受入について実施されたことを証明します。 
 
 
 
 
                           ○○年○○月○○日 
 

証明者 
○○○○学校 

 
                      校長 ○○○○   印 

学校教育法に定める学校等が対象（中学生以下は除く）

となります。 

学校所在地の県内外は問いません。 

評価基準日の属する年度の前２ヶ年度に

受入れたものが対象です。 

・受入生徒名が複数名の場合は１名を記入

してください。 

・受入生徒の学科（学部）、学年も明記し

てください。 
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（様式第２号） 

  

第    号 
 

河 川 協 力 団 体 指 定 証 

 
 
                  住所                                         

事務所の所在地 
                  法人等の名称 
                  代表者氏名             
 
令和  年  月  日付けの申請については、審査の結果適格であるので、河川法第

58 条の８第１項の規定による河川協力団体として、下記により指定する。 
 
令和  年  月  日 

 
国土交通省所管法定受託者 栃木県 

代表者 栃木県知事 〇 〇  〇 〇   ○印  

 
記 

   
 

指定内容 

  

（１）法人等の名称 

 

 

（２）業務を行う河川の区間 

 

 

（３）指定番号  

 

 

（行政不服審査法第57条による教示） 
本件指定について不服があるときは、国土交通大臣に対し、本件指定があったことを知った日の翌

日から起算して60日以内に行政不服審査法の規定による審査請求をすることができる。（なお、本件
指定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができない。） 
 

（行政事件訴訟法第46条による教示） 
 本件指定の取消しの訴えは、本件指定があったことを知った日から６箇月以内に、国を被告として、
提起しなければならない。（なお、本件指定があったことを知った日から６箇月以内であっても、本
件指定の日から１年を経過すると本件指定の取消しの訴えを提起することができない。） 
ただし、本件指定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に審査請求をした場合には、

本件指定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日から６箇月以内に提
起しなければならない。（なお、当該裁決のあったことを知った日から６箇月以内であっても、当該
裁決の日から１年を経過すると本件指定の取消しの訴えを提起することができない。） 

栃木県の「河川協力団体指定証」の見本です。 

活動場所は栃木県内に限

ります。 

法人等の構成員として活動している場合は、自社が当該法

人等の構成員として活動していることを証明する当該法人

等が発行する証明書の写しを併せて提出してください（様

式任意）。 

評価基準日現在、指定され

ていることが必要です。 
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エコキーパー認定証の例です。 

 

評価基準日において認定ラン

クが★★又は★★★ランク以

上が有効です。 
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様式第 10－9 号 

日光杉並木オーナー契約（日光杉並木街道の並木杉売買契約）証明願 

 

令和  年  月  日  

 栃木県知事 ○○ ○○ 様 

 

                            申請者 所在地 栃木県宇都宮市塙田１－１－２０ 

                  名  称 株式会社 とちまる建設 

                      代表取締役 とちまる 太郎  印 

 

 

 

 栃木県総合評価条件付き一般競争入札に参加するため、下記のとおり日光杉並木オー

ナー契約の締結内容について証明願います。 

 

記 

１ 契約期間    平成  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 
                        又は 

現在契約中 

２ 契約本数         ○ 本 

３ 契約者     栃木県宇都宮市塙田１－１－２０ 

          株式会社 とちまる建設 

 

上記のとおり日光杉並木オーナー契約の締結内容について証明する。 

 

   令和  年  月  日 

                                           栃木県知事 ○○ ○○  印 
 
（注）契約期間の終期は、現在契約中の場合は｢現在契約中｣と記載すること。 

本作成例のほか、「別添 日光杉並木オーナー制度による契約実績の考え方」も参照して

ください。 

代表取締役の個人名義の

場合は法人登記簿謄本

（評価基準日前３ヶ月以

内に発行されたもの）を

添付してください。 

「現在契約中」の場合は、

証明日が評価基準日前１年

間以内であることが必要で

す。 
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別
添

 

日
光
杉
並
木
オ
ー
ナ
ー
制
度
に
よ
る
契
約
実
績
の
考
え
方

 
       

評
価
基
準
日
前
１
年
間
以
内
に
お
い
て
、
オ
ー
ナ
ー
契
約
を
し
て
い
る
実
績

 

評
価
基
準
日

 
（
評
価
項
目
算
定
資
料
の
提
出
日
）

 
▼

 
評
価
基
準
日
１
年
前
の
日

 
▼

 

１
年
間

 

【
ケ
ー
ス
３
】
評
価
基
準
日
の
１
年
以
上
前
に
契
約

 
契
約
継
続
中

 

【
ケ
ー
ス
２
】
評
価
基
準
日
の
１
年
以
上
前
に
契
約

 
評
価
基
準
日
前
１
年
以
内
に
解
約

 

【
ケ
ー
ス
４
】
評
価
基
準
日
前
１
年
以
内
に
契
約

 
評
価
基
準
日
前
１
年
以
内
に
解
約

 

【
ケ
ー
ス
１
】
評
価
基
準
日
の
１
年
以
上
前
に
契
約

 
評
価
基
準
日
の
１
年
以
上
前
に
解
約

 

【
ケ
ー
ス
５
】
評
価
基
準
日
前
１
年
以
内
に
契
約

 
契
約
継
続
中

 

評
価
対
象
外

 

評
価
対
象

 

評
価
対
象

 

評
価
対
象

 

評
価
対
象
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様式第１０－１０号（評価項目算定用） 
 

それぞれ選択してください。 

担い手確保への取組実績に係る実績証明書 
 
（証明を依頼する相手方） 様 
 
                        住    所  ○○市○○町○－◯ 
                        商号又は名称  ○○○○○株式会社  印 
                        代表者氏名    ○○○○○○○○○ 

 
 栃木県総合評価条件付き一般競争入札の評価項目算定資料の提出にあたり、（当社・当団体）が 
（実施・協力）した事業について、下記のとおり証明願います。 
 

記 
 

項目 内容 

事業主催者 

 
【事業協力の例】○○学校 
【自ら実施の例】○○○株式会社 
 

事業実施日 
 
令和○○年○○月○○日 
 

実施場所 
○○市○○町○○－○ 
○○学校 体育館 
 

事業概要 
（事業の内容、

目的、参加者等

が分かるように

記載する。） 

【記載例】 
・「将来の職業研究会」を実施 

生徒（２年生約 40 名）が将来就きたい職業の研究のため、各業界で働く人と

意見交換を行うことで職業選択の幅を広げ、働くことへの意欲醸成を図る。 
  当社から栃木太郎１名を派遣し、建設業の魅力や業務内容を説明した。 
 
 

謝礼等の有無 当校（当会）から○○○株式会社（団体）へ、謝礼・参加費等一切の支払いはあ

りません。 
【本書の利用目的】 
・本様式は、栃木県建設工事施工体制確認型総合評価落札方式試行要領に基づき執行する入札において、入札参加者（企
業）が「若手技術者や女性技術者等の担い手確保のため、働きやすい・働きがいのある建設業を目指し、建設業の魅力
や役割を伝える取り組みに貢献する」活動を行った場合に、その活動実績を評価することとしており、当該実績の内容
を確認するために使用するものです。 

 
 上記のことについて、記載のとおり実施されたことを証明します。 
                                    年  月  日 

証 明 者 
住    所   

                       名    称             印 
                       代表者氏名     
 
 
 

 

事業実施日は、評価基準日前２年

間に限ります。 

事業協力の場合、主催者は学校教

育法の定める学校等又は自治会に

限ります（県内外を問わない）。 

事業協力の場合、会社として人を派遣しているものが対象です。 

証明は主催者（自ら実施の場合、

参加した学校等の１団体で可）か

ら受けてください。 

複数企業（団体）による事業等で、本様式では参加した企業名が確認できない場合には、

取組実績を証明する書類として、事業を実施した団体が作成した参加企業名が分かる資料

を併せて提出してください（様式は任意）。 
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栃木県業務委託契約書 
 
１ 委託業務の名称   ○○伐採業務委託○○その１（緊雇○○） 
 
２ 委 託 箇 所   ○ ○ ○ 線 ○ ○ 市 ○○ 
 
３ 履 行 期 間   令和○○年○○月○○日から 
            令和○○年○○月○○日まで 
 
４ 業 務 委 託 料    金 ○○，○○○，○○○  円 
   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  金 ○○○，○○○  円） 
 
５ 契 約 保 証 金    金  ○，○○○，○○○  円 
 
 上記の委託業務について、発注者 栃木県 と受注者 ○○○株式会社 は、各々の対

等な立場における合意に基づいて、次の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従

って誠実にこれを履行するものとする。 
 この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を

保有する。 
 
  令和○（   ）年○○月○○日 
 
   発 注 者   住 所 
 
           氏 名                     印 
 
   受 注 者   住 所 
 
           氏 名                     印 

収入 
印紙 

栃木県発注の業務委託で緊急雇

用創出事業のみが該当します。 

評価基準日前２年間に完了引

き渡しを行ったものに限りま

す。 

栃木県が発注したもの 

に限ります。 

県土整備部発注の緊急

雇用創出事業業務委託

については「（緊雇○

○）」と予算名が明記さ

れています。 

緊急雇用創出事業に関する証明書の例です。 

契約書の写しで緊急雇用創出事業の内容が明記されていない場合は仕様書・設計書等

の契約内容がわかる写しを添付してください。 
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雇 用 に 関 す る 証 明 書 
  

令和○○年○○月○○日  

○ ○ ○ ○ ㈱ 

 代表 ○ ○ ○ ○ 殿 

 

宇都宮保護観察所 ○ ○ ○ ○    

 

 上記の事業主は、ＮＰＯ法人「栃木県就労支援事業者機構」へ会員登録し、保護観察・

更生緊急保護対象者を下記の期間雇用していたことを証明します。 

 

記 

 

１ 会員登録年月日  平成○○年○○月○○日 

 

２ 雇 用 期 間  令和○○年○○月○○日 ～ 令和○○年○○月○○日 

 

 

 

 

就労支援事業の雇用に関する証明書の例です。 

評価基準日前３ヶ月以内に発

行したものが有効です。 

評価基準日前１年間に３ヶ月以上継続して

雇用しているものが有効です。 
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り（被）災証明申請書 
平成  年  月  日 

○○市長 

住  所                              

〔申請者〕 氏名（代表者）                         

                      電話（    ）   －           

 現在の連絡先 住所                  

                                          
                     電話（    ）   －           

住  所                            

〔代理人〕 氏名（代表者）                         
                                    電話（    ）   －           

申請者との関係                     
････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

り（被）災証明書 

上記のとおり，相違ないことを証明します。 
                                         平成２３年  月  日 

○○市長 ○○ ○○ 

り（被）災場所  
○○市 

(アパート等の場合，名称) 

り（被）災住家等 
□住 家（□持家／□借家） 

□非住家（       ） 

申請者とり（被）

災住家等の関係 
□所有者 □管理者 □占有者 □借家人 □その他（      ） 

り（被）災日時及

びり（被）災理由 
平成  年  月  日（  ）  時   分頃 

理由：                          による 

り（被）災届出内容  

り（被）災世

帯の構 成 員 

氏名 続柄 氏名 続柄 

    

    

証明必要数及

び必要理由等 
通 

（理由，提出先等） 

備  考  

 
印 

り（被）災証明書の例です。 

り（被）災日時及び理由が東

日本大震災（地震・原発等）

によるり（被）災理由に限り

ます。 

平成２３年３月１２日

以降に発行されたもの

に限ります。 

雇用されている従業員が申請者

又はり（被）災世帯構成員等に明

記されているものに限ります。 

市町村によって書式等が異なりますので注意してください。 

雇用されている従業員が申請者

又はり（被）災世帯構成員等に明

記されているものに限ります。 
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（栃木県工事等成績評定結果通知公表実施要領第２条関係） 

別記様式第２ 

令和  年  月  日 

（受注者） 

  郵便番号     

  住所       

  商号又は名称    

代表者氏名     

   

栃木県 ○○部長  印 

又は 栃木県 出先機関の長  印 

 

 

工 事 成 績 評 定 通 知 書 

 

 

 貴社が受注した下記の工事について、栃木県工事成績評定要領に基づき評定した結果を

通知します。 

 なお、評定の結果に疑問があるときは、この書面を通知した日の翌日から起算して７日

（「休日」を除く）以内に別記様式第３により、説明を請求することができます。 

 説明請求に対する回答は、書面で行います。 

 

記 

 

１．工  事  名   ○○○工事 県道○○○線○○ 

２．工 事 箇 所   県道○○○○線 

            ○○市○○町○○ 

３．工     期   令和○年○○月○○日～令和○年○○月○○日 

４．完成検査年月日   令和○年○○月○○日 

５．評  定  点   ○○点  項目別評定点は、別表のとおり 

６．そ  の  他 

 

  この工事は、「栃木県県土整備部週休２日制工事試行要領」に基づき、週休２日制に取

り組んだ工事である。 

   【計画】 ４週８休         【実績】 ４週８休 

 

  この工事は、「栃木県県土整備部における ICT 活用工事試行要領」に基づき、ICT 活用

に取り組んだ工事である。 

 

７．送付先及び問い合わせ先 

              〒○○○－○○○○ 栃木県○○市○○町○○○○○○ 

                        栃木県○○○部○○課（工事担当）宛て 

                      ＴEＬ：○○○－○○○－○○○○ 

「週休２日制工事の実績」及び「ICT 活用工事の実績」の例（栃木県のもの）です。 

完成引渡し（完成検査年月日）

が、評価基準日前２年間のもの

に限ります。 

「週休２日制工事の

実績」については、４

週８休以上を達成し

た実績が対象です。 

「ICT 活用工事の実績」については、ICT 活用に取り組

んだことが確認できる記載が必要です。 
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国関整   第   号 

令和  年  月  日 

 

 
殿 

国土交通省関東地方整備局長 
○ ○ ○ ○  印または 

国土交通省関東地方整備局 
○○事務所長 
○ ○ ○ ○  印 

週休２日制適用工事における履行実績取組証（通知）  

貴社が受注しました下記工事について、週休２日の取組状況を確認した結果、履行実績取

組証の発行基準を満たしていることを確認しましたので、履行実績取組証（本紙）を通知し

ます。 

記 

１ 工 事 名    ○○○○工事 

２ 工 期    令和○○年 ○月○○日～令和○○年 ○月○○日 

３ 取組結果   【注１ ○○】を達成（カッコ書は現場閉所率） 

【平成３１年３月３１日以前の「週休２日制モデル工事」において４週６休以上を達成した工事の

場合、下記※を記載することとする。】 
※平成３１年３月３１日以前の「週休２日制モデル工事」において４週６休以上を達成した工事

については、本書式に替えるものとします。 

以上 

【注１ ４週８休（28.5%）以上、４週７休（25.0%）以上４週８休（28.5%）未満、４週６休（21.4%）

以上４週７休（25.0%）未満 のうち当該工事の現場閉所状況を選択する。】 

「週休２日制適用工事における履行実績取組証」の例（関東地方整備局のもの）です。 

完成引渡しが、評価基準日前

２年間のものに限ります。 

 

「週休２日制工事の実績」について

は、４週８休以上を達成した実績が対

象です。 
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様式第１０－１１号（評価項目算定用） 

 
 
 

週休２日制（４週８休以上）工事実績証明書 

 
（証明を依頼する相手方） 様 
 
                  住    所  ○○○○○○○○○ 
                  商号又は名称  ○○○○○○○○○  印 
                  代表者氏名    ○○○○○○○○○ 

 
 栃木県総合評価条件付き一般競争入札の評価項目算定資料の提出にあたり、当社が実施

した週休２日制（４週８休以上）工事の実績を下記のとおり証明願います。 
 

記 
工 事 名： ○○○○○工事 
 
工事箇所： ○○県○○市○○ 
 
工 期： ○○年○○月○○日 ～ ○○年○○月○○日 
 
 
 
 上記のことについて貴社の工事が週休２日制（４週８休以上）工事として実施されたこ

とを証明します。 
 
                           ○○年○○月○○日 
 

証 明 者 
○○○○事務所 

 
                        所長 ○○○○   印 

 
 
（注）週休２日制（４週８休以上）工事とは発注機関の要領等により４週８休以上を達成

した工事をいう。 

「週休２日制工事の実績」に

ついては、４週８休以上を達

成した実績が対象です。 

完成引渡しが、評価基準日前２

年間のものに限ります。 

本様式は、発注者が栃木県・国以外の場合に、発注者から４週８休以上を達成した

証明を受けるために使用するものです。 

栃木県発注工事の場合には「工事成績評定通知書」の写しを、国発注工事の場合に

は「週休２日制適用工事における履行実績取組証」の写しを提出します。 
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様式第１０－１２号（評価項目算定用） 

 
 
 

ＩＣＴ活用工事実績証明書 

 
（証明を依頼する相手方） 様 
 
                  住    所  ○○○○○○○○○ 
                  商号又は名称  ○○○○○○○○○  印 
                  代表者氏名    ○○○○○○○○○ 

 
 栃木県総合評価条件付き一般競争入札の評価項目算定資料の提出にあたり、当社が実施

したＩＣＴ活用工事の実績を下記のとおり証明願います。 
 

記 
工 事 名： ○○○○○工事 
 
工事箇所： ○○県○○市○○ 
 
工 期： ○○年○○月○○日 ～ ○○年○○月○○日 
 
 
 
 上記のことについて貴社の工事がＩＣＴ活用工事として実施されたことを証明します。 
 
                           ○○年○○月○○日 
 

証 明 者 
○○○○事務所 

 
                        所長 ○○○○   印 

 
 
（注）ＩＣＴ活用工事とは建設生産プロセスにおいてＩＣＴを全面的に活用し、「３次元起

工測量」「３次元設計データ作成」「ＩＣＴ建設機械による施工」「３次元出来型管理等
の施工管理」「３次元データの納品」の全てを行うものをいう。 

 

本様式は、発注者が栃木県以外の場合に、発注者からＩＣＴ活用工事を実施（（注）

に記載する５項目全てを実施）した証明を受けるために使用するものです。 

栃木県発注工事の場合には「工事成績評定通知書」の写しを提出します。 

「ＩＣＴ活用工事の実績」については、注

意事項に記載されている５項目全てを行っ

たものが対象です。 

完成引渡しが、評価基準日前２

年間のものに限ります。 
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様式第１０－１３号（評価項目算定用） 

 

若 手 ・ 女 性 技 術 者 配 置 実 績 評 価 資 料 

 

 

 工事名：                         

 

商号又は名称：               

 

区 分  

若手技術者・女性技術者 

 

※該当に○を付けること 

氏名  

生 年 月 日 年  月  日  ※若手技術者の 

場合のみ、生年 

月日・年齢記載 対象工事着手

時 の 年 齢 
            歳 

所 属 会 社 

 

建設業許可番号 － 

  

工

事

経

験 

発 注 者 名  

工 事 名  

工 事 箇 所  

請 負 金 額  

工 期     年  月  日 ～     年  月  日 

従 事 技 術 者 名 
主任技術者  監理技術者  現場代理人 

 ※該当技術者に○を付けること 

工 事 概 要 

 

 

C 0 R I N S 登録の有無 ・有（CORINS 登録番号）        ・無 

 

 

（注） 

（共通） 

１ 特定ＪＶに係る入札の場合は、代表構成員について作成し提出すること。 

２ 本書には、本書の提出日現在で３ヶ月以上直接的かつ恒常的に雇用している職員のうち、入札公告に示す総合評価点

算定基準の評価項目の「若手・女性技術者の配置実績」に基づく者を記載すること。 

３ 記載した者について、３ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する書類として健康保険被保険者証（所属建

設業者名が記載されているもの）の写しを添付すること。ただし、後期高齢者医療制度の加入者については、後期高齢

者医療被保険者証の写し及び住民税特別徴収税額の決定・変更通知書の写し（市町村が作成する「特別徴収義務者用」

に限る。）を添付すること。 

・評価基準を満たしていることが分かるように記載して

ください。 

・発注者名、請負金額、工期（竣工日）、工事内容などの

評価基準を満たしていることが具体的に記載されてい

る書類（コリンズ写し等）を添付してください。 

若手技術者は工事着手日

の時点で満３８歳以下の

者が対象です。 

完成引渡しが、評価基準

日前２年間のものに限り

ます。 

様式の２ページ目以降に続く注意事項を必ずお読みください（ここでは記載を省略し

ています）。 

【簡易Ⅱ型の場合】 

評価項目算定資料を一括提出する場

合、一括提出する全ての工事の工事

名を、分割（分離）発注の入札順位

の順番に従って記載してください。 

建設工事共同企業体として

完成した工事についても評

価対象となります。 
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   「
建

設
キ

ャ
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シ
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テ
ム
」

の
登
録
完
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通
知
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例
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。

 

事
業
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と

事
業

者
名

以
外

は
黒
塗
り
し
て
く
だ
さ
い
。
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様式第１０－１４号（標準型用）         〔※記載注意〕太字は記載例 

施 工 計 画 

（注意）様式（字数・行数など）を変更しないこと。「評価」「実施状況」の欄は記入しないこと。 
    所定の欄以外に商号又は名称等を類推できる事項は記載しないこと。 

商号又は名称  

工 事 名  

工事箇所  

※ 提案数は５提案までとし、１提案の字数は２００字以内とすること。 
※ その他「施工計画の作成及び実施に関する留意事項」に基づき作成すること 
評

価

項

目 

○○の施工について 
施工上の課題や配慮する必要がある事項とその対応について技術的所見を求

める 

評価 
実施

状況 

提
案
１ 

・・・（課題や配慮事項）・・・であるため、・・・（対応）・・・

を行う。 

 

 

 

 

  

提
案
２ 

 

 

 

 

 

 

  

提
案
３ 

 

 

 

 

 

 

  

提
案
４ 

 

 

 

 

 

 

   

提
案
５ 

 

 

 

 

 

 

  

工事名、工事箇所は、入

札公告の記載どおりに

記入してください。 

技術的所見を具体的に

記入してください。 

「評価項目」は、入札

公告で示したとおりに

転記してください。 

各提案や添付する資料内に、商号又は名称等を類推でき

るものを記載・添付等しないでください。 

求められる提案数は異なりますが、簡易Ⅰ型で使用する様式第１０－１５号についても、留意

すべき点は本様式と同様です。 
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